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1．回答母集団
（1）年間出荷額と従業員規模

（2）生産量の動向
①国内生産の動向

②海外生産の動向

1,000億円以上, 
38.4

1,000億円未満, 
50.0

わからない, 
11.6

年間出荷額区分（構成比％）

500人以上, 
54.8

500人未満, 
43.8

わからない, 
1.4

従業員数区分（構成比％）

24.0 30.1 39.0 6.8

国内生産の動向（構成比％）

増加傾向 変わらない 減少傾向 わからない

17.1 25.3 14.4 20.5 22.6

海外生産の動向（構成比％）

増加傾向 変わらない 減少傾向 海外生産はない わからない
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2．設備管理・保全の状況
（1）保全の難しさの状況

（2）設備管理・保全業務を取り巻く環境の変化

　保全は「75.3」％の回答者が「より難しくなっている」と感じています。

　設備管理・保全業務を取り巻く環境の変化として、「市場の変化」を筆頭に、「中長
期設備投資の最適化」や「国内生産量変化」などが高く認識されています。

より難しく
なってい
る, 75.3

変わらない, 21.9 

やさしくなって
いる, 1.4 

わからない, 1.4 

保全の難しさの状況（構成比％）

51.4 
48.6 

40.4 
22.6 

32.9 

30.8 

22.6 

19.9 

27.4 

20.5 

11.0 

8.9 

2.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

市場の変化
中長期設備投資の最適化

国内生産量変化
リードタイム短縮

世界情勢の変化
法律・法規の動向

さまざまな生産方式への対応
事故・災害の増加

協力会社の状況
海外生産支援

サプライチェーン最適化
その他

当てはまるものはない

設備管理・保全業務を取り巻く環境の変化（該当率％）

12

無断複製・転用を禁止します　©日本プラントメンテナンス協会



（3）設備管理・保全に対する経営層や他部門などからの評価

（4）設備管理・保全の業務量

　設備管理・保全に対する経営層や他部門などからの評価については、次のような傾向
が見られました。
・経営層からは一定の評価があるものの、評価されていないと感じる割合も高い
・他部門からは比較的評価されている
・とく協力会社からの評価を中心に、どのように評価されているか曖昧

　設備管理・保全の業務量は、「増加」と「減少」の差で見ると、「自社従業員」で
60.2％、「外注業者」で36.3％で、増加基調にあるといえます。

33.6 

39.7 

25.3 

16.4 

8.9 

4.8 

47.9 

50.7 

56.2 

2.1 

0.7 

13.7 

経営層から

他部門から

協力会社から

経営層や他部門などからの評価（構成比％）

評価されている 評価されていない どちらともいえない 当てはまるものはない

66.4 

42.5 

25.3 

38.4 

6.2 

6.2 

2.1 

13.0 

自社従業員

外注業者

設備管理・保全の業務量（構成比％）

増加している 変わらない 減少している わからない
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（5）資源の過不足感

（6）設備起因の損失状況と高経年設備状況

　資源の過不足感として、全体に不足感が大きいといえます。
・とくに、「人員」と「技術」の不足感が大きい
・「資金」や「情報」は他と比べて不足感が大きくない

　「設備起因の損失状況」と「高経年設備状況」を比較しました。「増加」と「減
少」の差で見ると、「設備起因の損失」では10.3％とそれほど大きくはありませんが、
「高経年設備」では57.5％と非常に大きくなっています。

4.8 

4.1 

2.1 

6.2 

2.7 

4.0 

55.5 

29.5 

24.0 

51.4 

34.2 

38.9 

34.9

63.7

71.2

37.7

60.3

53.6

4.8 

2.7 

2.7 

4.8 

2.7 

3.5 

資金

技術

人員

情報

時間

全体平均

資源の過不足感（構成比％）

足りている やり繰りはできている 不足している わからない

28.8 

63.0 

47.3 

24.7 

18.5 

5.5 

1.4 

4.1 

6.8 

設備起因の損失状況

高経年設備状況

「設備起因の損失状況」と「高経年設備状況」（構成比％）

増加している 変わらない 減少している その他 わからない
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（7）負荷が高くなっている事項

　設備管理・保全業務の負荷が高くなっている項目では、「負荷は高くなっていない」
が2.7％であり、全体として負荷が高まっています。項目的には、「人の能力への対
応」、「現場の実施作業（自社）」「報告・管理業務の増加」が大きくなっています。

67.1 

53.4 

44.5 

39.0 

38.4 

34.2 

31.5 

26.0 

25.3 

23.3 

22.6 

3.4 

2.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

人の能力への対応
現場の実施作業（自社）

報告・管理業務の増加
保全作業の計画づくり

設備そのものの状況
維持更新費の予算づくり
現場の実施作業（外注）
日常保全費の予算づくり

システムの保全
部門間の連携

保全方式・採用技術の計画づくり
その他

負荷は高くなっていない

負荷が高くなっている事項（該当率％）
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3．設備管理・保全業務の力量
（1）保全組織体制

（2）設備故障・不具合の状況

　保全組織体制は、「集中保全」がもっとも多く、「地域保全」「部門保全」が続いて
います。

　設備故障・不具合の状況について、「増加」と「減少」の差では、「大故障・中故
障」は、-12.3％、「小故障・微欠陥・チョコ停」は8.2％、「不具合」は8.9％で、
「大故障・中故障」は減少しているものの、「小故障・微欠陥・チョコ停」「不具
合」は増加傾向にあります。

集中保全, 32.2

地域保全, 27.4
部門保全, 18.5

折衷保全, 13.0 

すべて外注, 2.1 

その他, 0.0 
わからない, 6.8 

保全組織体制（構成比％）

18.5 

25.3 

26.0 

23.3 

48.6 

54.8 

52.7 

52.0 

30.8 

17.1 

17.1 

21.7 

2.1 

2.7 

4.1 

3.0 

大故障・中故障

小故障・微欠陥・チョコ停

不具合

全体平均

設備故障・不具合の状況（構成比％）

増加している 変わらない 減少している わからない
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（3）「現在業務に必須な能力」と「これからの業務に必要な能力」

　上記の結果を「十分」：2点、「やや十分」：1点、「やや不安」：-1点、「不安」：-
2点、「わからない」：0点として点数に換算すると、どの側面も不安傾向にあることが
わかります。とくに「人材力」の不安がもっとも高く（グラフが一番下に振れていま
す）、「技術力」「仕組み面」「情報」の順となっています。また、現在とこれからの
差はあまり見られません。

1.4 

0.7 

3.4 

3.4 

2.2 

21.9 

12.3 

26.7 

26.7 

21.9 

48.6 

38.4 

53.4 

43.2 

45.9 

26.0 

46.6 

12.3 

24.7 

27.4 

2.1 

2.1 

4.1 

2.1 

2.6 

技術力
人材力

情報
仕組み面
全体平均

現在業務に必須な能力（構成比％）

十分 やや十分 やや不安 不安 わからない

3.4 

2.7 

4.1 

4.1 

3.6 

21.9 

10.3 

21.9 

22.6 

19.2 

45.2 

43.8 

56.2 

47.9 

48.3 

27.4 

41.1 

13.7 

23.3 

26.4 

2.1 

2.1 

4.1 

2.1 

2.6 

技術力
人材力

情報
仕組み面
全体平均

これからの業務に必要な能力（構成比％）

十分 やや十分 やや不安 不安 わからない

-75.9
-117.9

-44.5 -59.1 -74.4

-71.3 -110.3
-53.5 -63.7 -74.7

-150.0

-100.0

-50.0

0.0
技術力 人材力 情報 仕組み面 全体平均

点数換算による傾向イメージ

現在業務に必須な能力 これからの業務に必要な能力
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4．設備管理・保全の重点施策
（1）高経年設備への対策状況

（2）マネジメント面での対策状況

（3）基本事項の整備に関する対策状況

（4）人材育成の対策状況

（5）カーボンニュートラルへの対応に関する対策状況

63.7 27.4 2.7 6.2 

高経年設備への対策状況（構成比％）

増加している 変わらない 減少している その他 わからない

50.7 41.8 

1.4 

6.2 

マネジメント面での対策状況（構成比％）

増加している 変わらない 減少している その他 わからない

47.3 43.2 

2.1 

7.5 

基本事項の整備に関する対策状況（構成比％）

増加している 変わらない 減少している その他 わからない

54.1 33.6 7.5 

0.7 

4.1 

人材育成の対策状況（構成比％）

増加している 変わらない 減少している その他 わからない

56.2 34.2 9.6 

CN対応に関するの対策状況（構成比％）

増加している 変わらない 減少している その他 わからない
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　次に、「保全を高度化する仕組み」として、「MP情報の活用・MP設計の推進」「設
備改善・改造」「新技術導入（ハード面）」の3側面の状況を聞きました。
　「新技術導入」がもっとも増加傾向にあり、「改善・改造」も増加していますが、
「MP」は動きが小さいです。

　設備管理・保全の重点施策における、高経年設備、マネジメント、基本事項の整備、
人材育成、CN（カーボンニュートラル）の各対策状況です。

 「高経年設備」対応がもっとも増加傾向にあり、「CN」対応が続いています。　
「人材育成」では、「減少している」が7.5％と他に比べると多くなっています。

（6）保全を高度化する取組み

63.7 

50.7 

47.3 

54.1 

56.2 

27.4 

41.8 

43.2 

33.6 

34.2 

2.7 

1.4 

2.1 

7.5 

6.2 

6.2 

7.5 

4.1 

9.6 

（1）高経年設備

（2）マネジメント

（3）基本事項の整備

（４）人材育成

（5）CN

重点施策（1）～（5）の比較グラフ（構成比％）

増加している 変わらない 減少している わからない

21.2 

37.0 

45.2 

56.8 

50.0 

41.8

8.2 

8.2 

9.6 

13.7 

4.8 

3.4 

MP情報の活用・MP設計の推進

設備改善・改造

新技術導入（ハード面）

保全を「高度化」する取組み（構成比％）

増加している 変わらない 減少している わからない
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（7）情報技術の活用状況

　「情報技術の活用状況」について、増加傾向は「遠隔監視」「各種センサー」「タ
ブレット・モバイル通信」「通信基盤ネットワーク」「画像解析・3D」の順となって
います。
　逆に、「当てはまるものはない」つまり"活用しない・するつもりがない"技術は、
「ドローン」「生体認識」「位置情報」「音声認識」の順となっています。

35.6 

52.1 

52.7 

50.0 

43.8 

43.2 

6.8 

2.7 

10.3 

17.1 

37.0 

32.9 

30.1 

23.3 

31.5 

15.8 

30.3 

55.5 

42.5 

32.9 

35.6 

44.5 

39.0 

51.4 

49.3 

43.8 

34.9 

44.5 

39.7 

36.3 

37.7 

51.4 

56.8 

43.5 

0.7 

2.1 

0.7 

0.7 

0.7 

0.7 

0.4 

8.2 

4.8 

12.3 

14.4 

11.6 

17.8 

41.1 

47.3 

45.2 

47.9 

18.5 

27.4 

33.6 

39.0 

17.1 

26.7 

25.8 

保全情報管理システム

各種センサー

遠隔監視

タブレット・モバイル通信

通信基盤ネットワーク

画像解析・3D

音声認識

生体認識

位置情報

ドローン

ロボット

DB・ビッグデータ

解析技術（AI）

予測技術（AI）

情報管理ソフト（生産系）

情報管理ソフト（人材系）

全体平均

情報技術の活用状況（構成比％）

増加している 変わらない 減少している 当てはまるものはない

0.7 
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（8）現場活動の状況

　「TPM活動の継続実施」の割合が高いですが、「TPM以外の現場活動」や「点検・監
視業務に集中」も一定数の該当を示しています。

5．設備管理・保全に関する費用
　本報告書には、設備管理・保全に関する費用に関して、下記項目を掲載します。
(1)「総保全費」の予算対象設備の費用割合
(2)「総保全費」の決定基準
(3)「保全費」の性格別分類の比率

数値データの分析については、2024年10月に発行予定の『メンテナンス実態調査
「附属書　設備保全データ編」』に掲載します。

＜『メンテナンス実態調査「附属書　設備保全データ編」』に掲載予定の項目＞
・「保全費」比率
・「保全費」構成
・「全設備投資額」に対する「維持・更新投資」割合
・「保有している設備の合計金額」に対する「維持・更新投資」割合
・「総保全費」に占める情報技術の割合
・「総保全費」に占めるカーボンニュートラル（CN）対応の割合
・全外注費用のうち、保全に関わる外注費用の割合
・全外注費用のうち、設備診断・検査に関わる外注費用の割合

54.8 
4.8 

2.7 

6.8 

22.6 

21.2 
4.1 

11.0 

0.0 20.0 40.0 60.0

TPM活動の継続実施
TPM活動の新規開始・再開

TPM賞を目指す活動
外部コンサルによるTPM活動

TPM以外の現場活動
点検・監視業務に集中

その他
当てはまるものはない

現場活動の状況（該当率％）
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（1）「総保全費」の予算対象設備の費用割合

（2）「総保全費」の決定基準

　「生産設備」で半分を使い、それ以外を案分しています。「付帯設備」「建屋」が上
位です。

　「総保全費」の決定基準は、「中長期の保全計画」が非常に高い該当を示していま
す。続く「前期の保全実績」（49.3％）は、「中長期の保全計画」（69.9％）に比べて
70.5％の該当率です。

55.5
11.1

9.0
4.8
4.4

3.3
2.5
2.5

1.5
1.4

4.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

生産設備
付帯設備

建屋
システム関連機器

保安設備
構内道路・排水設備

事務・福利設備
衛生設備（浄化槽など）

放送・通信設備
場内委託会社の管理設備

その他

「総保全費」の予算対象設備の費用割合（構成比％）

69.9
49.3

29.5
26.0

12.3
11.0

8.9
7.5

3.4
2.7
3.4

13.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

中長期の保全計画
前期の保全実績

件名別保全計画の積み上げ
生産量に対する一定比率
売上高に対する一定比率

保全活動の実績評価
設備取得額に対する一定比率

製造原価に対する一定比率
設備有高に対する一定比率
同業他社など、社外の状況

その他
基準はない

「総保全費」の決定基準（該当率％）
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（3） 「保全費」の性格別分類の比率

　「予防保全費用」の割合が、28.6％ともっとも高いですが、「計画的な保全費用
（「予防保全費用」「計画修理費用」「予知保全費用」）を合計すると57.8％となって
います。

6．設備管理・保全の組織や体制

28.6

25.8

22.5

10.6

6.8

5.8

0 5 10 15 20 25 30 35

予防保全費用

事後保全費用

計画修理費用

予備品費用

予知保全費用

運転・製造管理費用

「保全費」の性格別分類の比率（構成比％）

　本報告書には、設備管理・保全に関する費用に関して、下記項目を掲載します。
（1）保全部門の設置
（2）保全部門を設置していない場合の保全担当（社内）
（3）保全部門の専門別職能割合
（4）設備管理人員数の増減傾向

　数値データの分析については、2024年10月に発行予定の『メンテナンス実態調査
「附属書　設備保全データ編」』に掲載します。

＜『メンテナンス実態調査「附属書　設備保全データ編」』に掲載予定の項目＞
・従業員数

23

無断複製・転用を禁止します　©日本プラントメンテナンス協会



（1） 保全部門の設置

（2） 保全部門を設置していない場合の保全担当（社内）

（1）と（2）を合わせ、全体での構成比を示すと、次のグラフとなります。

保全部門設置,
 89.0

製造部門, 6.9 

すべて外注, 3.9 
その他, 7.8 

保全業務担当部署（構成比％）

設置している, 
89.0

設置していない, 

11.0

保全部門の設置（構成比％）

製造部門,
62.5 

事務間接部門
およびその他

部門, 31.3

本社関係部門, 0.0 

すべて外注により
保全管理者のみ, 

6.3 

その他, 25.0 
当てはまるものはない, 6.3 

保全部門を設置していない場合の保全担当（社内、構成比％）
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（3） 保全部門の専門別職能割合

（4） 設備管理人員数の現状

　「機械」がもっとも多く、「電気」「計装」も合わせると、73.8％になります。ま
た、「専門分野を複数保有」も12.9％と比較的大きな割合を占めています。

　設備管理人員数を見ると、すべての部門
で「変わらない」「減少している」を合
わせた比率が８割を超えています。
増加と減少の差では、「運転部門」の
16.5％に続いて、「保全部門」も13.7％と
平均を上回っています。

40.8 23.8 9.2 3.1 3.7 6.4 12.9 

保全部門の専門別職能割合（該当構成比％）

機械 電気 計装 土建 ソフトウエア その他 専門分野を複数保有

15.8 

11.6 

11.0 

12.8 

52.7 

55.5 

62.3 

56.8 

29.5 

28.1 

18.5 

25.4 

2.1 

4.8 

8.2 

5.0 

保全部門

運転部門

技術スタッフ部門

全体平均

設備管理人員数の現状（構成比％）

増加している 変わらない 減少している わからない

13.7 

16.5 

7.5 

12.6 

0.0 10.0 20.0

保全部門

運転部門

技術スタッフ部門

全体平均

「増加している」と「減少している」の差（％）
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7．海外生産の状況
（1） 海外生産現地の問題点

（2）海外生産シフトへの対応

　海外生産における現地問題として、「人材定着率」（34.2％）、「現地調達機器の信
頼性」（30.1％）、「保全品質（保全工事）」（28.8％）が高い割合を示しています。
また、「当てはまるものはない」が、39.7％と高い割合を示しています。

　海外生産シフトへの対応として、「内外拠点責任者グローバル会議」「国内からの
技術・人材支援体制」が34.9％と高い割合を示し、「国内保全標準のグローバル運
用」が15.1％と続いています。

34.2 
30.1 

28.8 
25.3 

23.3 
22.6 

17.8 
12.3 

10.3 
10.3 

8.2 
6.2 

3.4 
39.7 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

人材定着率
現地調達機器の信頼性
保全品質（保全工事）

現地リーダー資質
ワーカー資質

設備の老朽化・陳腐化
エンジ・施工品質（建設時）

納期遵守と品質管理
コストアップ

技術流出
契約、保険、国際規格

不良品増加
その他

当てはまるものはない

海外生産現地の問題点（該当率％）

34.9 
34.9 

15.1 
11.0 

8.2 
2.1 

1.4 
0.7 

46.6 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

内外拠点責任者グローバル会議
国内からの技術・人材支援体制
国内保全標準のグローバル運用

国内保全評価基準で海外評価
海外TPM活動の国内支援

国内外でオペレーターの知識水準比較
国内支援を必要としていない

その他
当てはまるものはない

海外生産シフトへの対応（該当率％）
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8．エンジニアリング企業の技術動向
（1）異常故障の早期発見

（2）総合的な設備管理

59.4 
21.9 

37.5 
6.3 

25.0 
25.0 

68.8 
65.6 

43.8 
9.4 

50.0 
46.9 

9.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

状態監視
現場操作
緊急措置

その他
プロセス監視
機能低下監視

設備点検
異常兆候発見

異常現象の推定
その他

傾向管理
調整整備

その他

プ
ロ

セ
ス

の
運

転
潜

在
化

兆
候

の
発

見

顕
在

化
兆

候
の

処
置

提供できる技術ー「異常故障の早期発見」技術
（該当率％）

37.5 

21.9 

34.4 

50.0 

15.6 

12.5 

65.6 

59.4 

37.5 

56.3 

53.1 

15.6 

68.8 

46.9 

18.8 

6.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

保全方式の設定
中長期計画

年度保全計画
保全実施計画

保全予実算管理
その他

老朽化更新
寿命延長

保全性改善
信頼性改善

稼働率向上改善
その他

故障原因分析
保全データ解析

保全効果評価
その他

保
全

計
画

設
備

の
改

善
計

画
解

析
評

価

提供できる技術ー「総合的な設備管理」技術
（該当率％）
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（3）予知検査と機能回復

（1）（2）（3）を通して、該当率が高い技術の上位を下記に示します。

31.3 

53.1 

34.4 

25.0 

12.5 

15.6 

34.4 

21.9 

12.5 

25.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

非破壊検査
振動診断

電気診断（絶縁等）
計器診断（デジタル計器等）

その他
高圧ガス設備

特殊回転機器(大型など)

変電・配電設備
ロボティック設備

その他

検
査

診
断

技
術

修
理

整
備

技
術

提供できる技術ー「予知検査と機能回復」技術
（該当率％）

68.8 

68.8 

65.6 

65.6 

59.4 

56.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

設備点検

故障原因分析

老朽化更新

異常兆候発見

寿命延長

信頼性改善

潜
在

兆
候

発
見

解
析

評
価

改
善

計
画

潜
在

兆
候

発
見

改
善

計
画

改
善

計
画

異
常

早
期

発
見

設
備

管
理

設
備

管
理

異
常

早
期

発
見

設
備

管
理

設
備

管
理

該当率が高い提供技術（該当率％）
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